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はじめに
「IT 革命」という言葉が完全に普及したように。私たちの生活の非常に多くの領域で、大きな
変革が始まっている。芸術の世界でもマルチメディアが使われ、新しい芸術が発生してきた。人と
人との間のコミュニケーションでも、携帯電話を使ったi モードのメールとか、インターネットを
使ったE メールが直接的な対話の量を超えるケースも見うけられるようなった。インターネットを
使って海外の商品を購入するのも普通になった。YAHOO のように、一人で始めた零細な企業が数
年で世界的な企業に成長する。一昔前には予想も出来なかうたようなスピードで社会が変わってい
る。
大学教育にあっては、パソコン、マルチメディア、インターネットなどが導入されてきたとは
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いえ、教育の内容や方式が大きく変わったとは言えない。大学が時代の流れに適応せずにいたら、
大学の社会的使命が果たせなくなることは明確であろう。歴史の流れに沿って大学のあり方を考え
て、大学を改革しなければならない。そのためには、非常に難しいことではあるが、既存の大学の
制度そのものをご破算にするくらいの覚悟が必要となる。
論者は大学の制度そのものをご破算にするくらいの権限は持っていないので、この2 年間は、
現在の大学制度の中で許される範囲で、経営学部第2 部経営学科の教育を改革してきた。具体的に
は、教育の内容を「経営学」から「経営そのもの」に切り替え、カリキュラムの9 割以上を変更し、
専任教員と非常勤講師の大部分を入れ替え、経営の実務家を大量に導入し、演習関連科目だけで卒
業単位の半分以上になるほど演習を重視し、海外留学などのオフキャンパス教育を充実させた。入
試でも、受験学力で選抜するのでなく、本人の持っている潜在的な力で選抜する方式を開発し、一
部導入してきた。こうした活動は、全学的ではなく、経営学部、とりわけ、第2 部経営学科という
狭い範囲での努力であった。
さらに狭い範囲で考えると、教員が担当している科目の範囲内での改革もあり得る。社会的に
普及している情報技術、大学のインフラ、と与えられた環境内で新しい効果的・効率的な大学教授
法を開発することは可能である。本論では、E メールを活用することにより、大学での、演習、講
義、実習、などが様変わりする可能性を示唆している。具体的には、ネットワークとインテリジェ
ント教室とを結びつけることにより、生涯学習方式の講義が導入出来ること、教員と受講生とのコ
ミュニケーションが高度化すること、講義資料などはE メール送付出来ること、1 年生でも一定品
質以上のレポートを作らせることが出来ること、教員から受講生への手紙が学生にとっての動機付
けになること、等である。そうした方法を組み合わせることにより、時間と空間の制約を解消した
新しい教授法「E メールを活用した教授法の一般化モデル」を考えることが出来た。
1 「イ ンテ リジェント教室」再論
（1）教授法の改革
論者は、1990年以降、少人数教育を推進するためには、大人数講義を大幅に導入する必要がある
ことを強調してきた1．とりわけ、「大学における教授法と教育システムの開発（4）」では、「時間と
空間の制約を排除した教授法」を提案した。具体的には。時間や空間の制約への対処として、コ
ミュニケーションの緊密化を図るためのツールを考えていた。電子掲示板や電子メール、そして
ファクシミリ、などである。・こうした時間や空間の制約への対処の全貌は、同資料の図一12 と図
一2^ にまとめられている。
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1993年は、パソコン通信がすでに実用化されい多く のところで使われ始めた時であった。イン
ターネットは、急激に知られる前であった4．したがって、ここに出てくる電子メールと言うのは
パソコン通信を使ったメールであり、現在のようなインターネットを使ったE メールではない。さ
らに、電子メールは。その時点では。「一部のゼミでの実験の域を越えず、一般的な教授法の開発
にはいたっていないト という状況であった。したがって、開発の視点はネットワークに至らず、教
室内のインテリジェント化に向かってしまった5．具体的には、多くの教室に情報機器6をワンセッ
トで設置する方法であり、東洋大学でも数多くの教室に数年がかりでこうした機器が設置されて
いった。1990
年代の後半になると、インターネットやマルチメディアは普及した。誰もが、自由にイン
ターネットやマルチメディアを使う環境が整ってきた。さらに、大学では少子化の波を受け、その
存続をかけた大学改革が焦眉の的になってきた。そうした流れの中で、専門科目の改革の中でE
メールを活用した新しい教授法の開発を試みた。
（2）専門科目の改革
商学科（2001年4 月よりマーケティング学科と名称が変更される）の2000年度カリキュラムは大
幅に変更された。専門科目では、サイバーマーケティング・コース、ファイナンス・コースそして
アカウンティング・コースの3 つのコースが設置された。サイバーマーケティング・コースでのi
－2 年生が履修する専門科目は半年ベースで6 科目となった。
サイバイーマーケティング論、サイバイーマーケティング応用特論
流通論A,B
商業史A,B
論者が担当している流通論はサイバイーマーケティング・コースに属する科目であり、サイバー
マーケティング・コースの設置とともに、その中身を大きく改革した。
（3）流通論の改革99
年度までの流通論は、経営学科と商学科の学生全員のための入門コースという位置付けであっ
たために、伝統的な流通論の枠内での網羅的な講義がなされていた。具体的には。流通機構、小売
機構、卸売機構、流通機構の変化の方向、といった内容であった。2000
年度カリキュラムでは、流通論では、流通に関する網羅的な基礎知識を教授するよりは、サ
イバー流通に学生の目を向けてやることが使命であると考えた。サイバー流通に学生が関心を持て
ば、伝統的な流通の基礎知識くらいは自分で学ぶはずである。流通論A は前期に割り当てられてお
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り、流通論B は後期に割り当てられている。
流通論A の内容は、次に示すように、パソコンの導入からサイバーモールでのショッピングとし
た。
・パソコンの自宅への設置、インターネットへの接続、E メールの利用
・検索エンジンの利用、HP のブラウズ、サイバーモールの見学
・サイバーモールで2 回以上の購入をし、それぞれ8000宇以上のレポートを作成する。
流通論B の内容は、次に示すように、海外でのショッピングとした。
・英語の検索エンジンの使い方、翻訳ソフトサイトとその使い方
・海外のホームページの検索
・海外のモールで商品を購入し、そのプロセスをレポートにまとめる99
年度までの教育と2000年度カリキュラムの教育はまさに様変わりしている。その結果、流通論
の教育の成果は格段に向上したと評価している7 ！年生だけに限ると、受講者数はほぼ1.3倍にな
り、単位取得者数はほぼ4 倍になっている。単位取得率もそれまでは30％前後であったのが77％に
なっている。言い換えると、流通論の人気が多少上昇し、それ以上に、よく勉学する受講者が増え、
結果的に教育の効果が上がったと言えよう8 なお、成績評価の方法は、これまでとほとんど同じ
である9 流通論での実験の内容は次の2 で示し、3 では論者のゼミでの実験の内容を示す。
2 流通論での実験
（1）生涯学習方式の講義の導入1
） 情報インフラの整備
新しいカリキュラムが実施に移される中で。流通論の改革の方向を検討した。論者の問題意識は
大学教授法にあるので、当然のことながら、革新的な教授法を模索することになる。新しいカリ
キュラムでは、学生は漫然と科目を選択するのでなく、サイバーマーケティング・コースの設計思
想に基づいて科目を選択するはずである。したがって、サイバー社会への入り口であるパソコンと
インターネットに関しては、次のことが想定できた。
①学生の多くはインターネットに強い関心を持つはずである。
②サイバイーマーケティング論に総論は任せ、流通論では新しい流通を採り上げる。
③サイバーマーケティング・コースを選択する学生を教育の主対象と考える。
④受講生全員がパソコンをもっていることを前提とする10。2
） 流通の最先端を経験させる
流通の最先端であるインターネットを活用した商取引に学生がじかに触れることを目的とした。
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パソコンやインターネットは高校時代に経験する学生もいるが、インターネットを使って商品を購
入する経験をもっている学生はほとんどいなく、学生に流通の最先端に関心を持ってもらうために
は非常に良い入り口であると考えられた。さらに、海外のサイトで商品も購入させ、グローバルな
流通を体験させたいとも考えた。そのためには、海外のサイトをブラウズする技能の修得も不可欠
である。3
） 勉学の成果をレポートにまとめる
そうした勉学の成果をレポートにまとめることができれば、大学1 年生の勉学としては十分であ
ろう。言うまでも無く、経営学部では「レポート執筆要綱」IIなるものがあり、標準とするレポー
トの形式が決められている。この「レポート執筆要綱」に準拠したレポートが要求される。なお。
こうしたレポートを作らせるのには多大の指導が必要になっていたが、後述するように、E メール
を使うことで、手間隙掛けないで充分な指導ができるようになった。4
） 教壇に立つ学生
新しいカリキュラムでは学生の自発的な勉学が要求されるようになる。ということは、「教わる
だけの学生」から「自ら学ぶ学生」を経て「積極的に情報発信する学生」へと変えていくことがで
きるはずである。「教わるだけ」でなく、「指導する」という経験をつませ、自分の知識や知恵をフ
ル稼働させ、一人で物事を考える力をつけさせなければならないだろう。
論者が常日頃主張している「大学は最高学府ではなく、生涯学習の始まりであり、『教える側』
と『教わる側』がTPO に応じて立場を変える」を実際に実行した。「教わる側」と考えられてきた
学生を教壇に立て、その反対に、「教える側」と考えられてきた教員が席に座り、学生から教わる、
というスタイルの講義の方式を考えた。教壇に立つ学生は受講生が望ましいが、そこまでは一挙に
進めないので、論者のゼミ生である3 年の越田繁（以下、アシスタントと呼ぶ）に毎週のインター
ネット指導を依頼した。この試みは大きな成果をあげたと評価できる。以下。アシスタントとのペ
アでのE メールを活用した教育の方式を具体的に紹介する。
アシスタントとして、この実験で採用した方法は（2）以降に示すが、「受講生とのコミュニケー
ション」、「講義資料のE メール送付」、「『レポート執筆要綱』に準拠したレポートを作らせる」、
「教員からの手紙」などである。
（2）受講生とのコミュニケーション つ
受講生のほとんどが新入生である。彼らは講義を担当している教員に直接質問をすることには慣
れていない。教員と受講生の間にE メールを介在させ、そのE メールの管理をアシスタントにお願
いした。具体的には次のよう に簡単な対処をするだけである。
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①受講生のメールアドレスをアシスタントのメールソフトのアドレス帳（OutlookExpress とかAL-MAiL
）に入力し。「流通論受講生」というグループを作成する。こ れで受講生向けのE
メールはワンクリックで発信できる。
②教員とアシスタントのメールアドレスを受講生に公開する。質問がある場合は、このいずれか
にE メールするよう話す。
この1 年間で、この方法に基づいた受講生からのE メールが論者に来たことは無い。全てのE
メールはアシスタントに行く。受講生にとっては、大学教授の敷居はかなり高いものである12．そ
の点、3 年生の先輩であれば、どんな質問でもできるという安心感がある。この1 年間にアシスタ
ントが受信したE メールは42通にのぼり、その内容は、事務的な連絡が20件であった。レポートの
作り方やパソコンの使い方など、教育の内容に関する質問が22件であった13．回答を得た学生から
他の学生へ情報が伝達される効果も考えると、この方法は教員と受講生とのコミュニケーションを
格段に良くすることが分かった。
（3）講義資料のE メール送付
これまで、多くの教員は講義の前に印刷室で何百枚ものコピーをして、それを教室に運んでいき
受講生に配布していた。「大量にコピーを配る教員は熱心」と受講生に評価されることも多い。し
かしながら、幾つかの問題もある。
第1 の問題は、教員が印刷工になりコピー作業をして、さらに、運搬工になり印刷室から教室ま
で印刷物を運搬している。そこまでは良いとしても、貴重な講義時間を使って配布と言う物理的な
作業をしているのはなんとも無駄な教育と思われる。
第2 の問題は、講義に出席している学生にしか資料は配布されない。欠席した学生は翌週や翌々
週、さらに遅れて資料を要求する。毎週、過去に配布した資料を教室に携える必要が出てくる。そ
れ以上に問題なのは、長期に欠席している学生には資料が渡らないことである。受講をあきらめた
学生がいるかもしれない。病気になっている学生がいるかもしれない。最初の数回の講義で関心を
もてなかった学生がいるかもしれない。コピーの配布は、こうした学生を教室に戻すことにはつな
がらない。
第3 の問題は、資料の配布タイミングである。事前に資料を配布することは難しく、当日に教室
でしか資料を配布することが出来ない。
こうした問題を解決するのがE メールである。E メールを活用することにより、ワンクカ ックで
長期欠席者を含めた受講生全員に資料を送り届けることができる。ワンクリックで、勉学の機会を
与えるとか、勉学意欲をそそることが、場合によってはできる。さらに、真夜中でも、日曜日でも、
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ワンクリックで資料の配布が可能となる。学生にとっては、講義に関する詳細な資料が入手できる
のであるから。講義の内容を理解し、追加的な情報も入手できる。このことは講義の生産性を飛躍
的に増すことになるだろう。流通論で実際に実施したE メールでの資料の配布の内容を注に示して
おぐ4． ニ
(4）「レポート執筆要綱」に準拠したレポートを作らせる
レポートはその内容が重要であることは当然であるが、その形式も重要である。表紙の形式、目
次の形式、「はじめに」の内容と形式、本文の日本語の表現形式、論理の持っていき方の形式。「終
わりに」の内容と形式、脚注の形式、書誌事項の記述形式、ホチキス止めの形式、など多々ある。
こうした形式はルールを何回説明しても、学生は修得できないことが多い。さらに、学生の提出し
たレポートに赤をいれて指導しても、ほとんど効果はない。一部の学生を除いた殆どの学生は、次
のレポートでも同じ間違えを繰り返すだけである。
最も効果的な方法は、よく出来たレポートを見本として学生に配布して、「形式はこれを真似し
てください」と一言だけ言う方法である。そのためには大量のコピーをする必要があった。見本と
なるレポートが10枚であったとする。受講生が300名いれば、10枚×300人＝3000 枚、と高速コピー
機を使ってソーター機能を使っても長時間かかる。見本を配ればよいと、理屈では考えるが、現実
的には不可能であった。E
メールを使うと、こうした問題は全て解消する。見本となるレポート15を流通論受講者全員に
ワンクリックで送り込むことができる。見本を参考として受講生がレポートを作成し提出の段に
なったときに、プロジェクターを使ってレポT トを添削し、学生自身に修正させれば品質の高いレ
ポートになる。熱心な教員がしていたように、教員が数百人のレポートを添削するのではない。教
員は数人のレポートだけを添削する。そして、学生が自分のレポートを添削するようにしむければ
教員が学生全員のレポートを添削していたのよりも格段に高い教育成果が得られる16．
(5）教員から受講生への手紙1
） 作業の内容
教員が一方的に受講生にE メールを送り込む方法も考えられる。例えば、講義メモ、講義に関連
する各種の資料（例えば新聞記事やデータベースの情報）、宿題に関する指示、新刊図書情報、講
義でもれてしまった内容、その他多くのものが考えられる。こうした情報が教員から学生に一方的
に送りこまれたときに、学生はどのように反応するだろうか。もし、教育上、問題が無く、効果が
期待できるなら√こうした方法も積極的に導入することも検討すべきだろう。個別の科目毎では無
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く、学科や学部単位で一種のメールマガジンのような学生への情報提供のシステムを考えることも
できるだろう。ニ学生の反応を探るため、論者が作成した「南米訪問日記」17を夏休み中、毎日、受
講生に送りつけてみた。その目的は、ほかにも、いくつか有る。
・外国では、経営学部の大学生がいかに勉強をしているかを知ってもらう
・外国での効果的・効率的な英語教育の方法を知ってもらう ＼
・「語学」は難しくとも「外国語」は難しくないことを実験し学生に理解してもらう
・外国での生活が面白いことを知ってもらう
論者からはメーリングリストの機能を担当しているアシスタントにE メールを送る。アシスタン
トは、流通論の受講者全員に論者のE メールを転送する。これだけの作業である。こうした教員の
海外での経験談などが学生に伝えられることに関して、学生の意見を聞き、今後の教育の改革に生
していきたいと考えた。調査はE メールを送った全員に対して質問表をE メールで送り込んだ。回
答は、調査票の中のカッコ内に書き込み．E メールで、森へ直接戻してもらった。「南米訪問日
記」は次のHP に掲載されている。http://www.toyonet.toyo.ac.jp/~akira/
2) アンケート集計の結果00
年11月i 日に調査のE メールを出し、11月30日までに回収できた回答を集計した。発送数は78
通、有効回答数は33通、有効回答率は42％である。毎週の講義への出席数は大体50名程度であり、
熱心な学生が多いので、このような低い有効回答率の原因は2 つ考えられる。第1 の原因としては、E
メールでの回答の方法が分からないことが考えられる。第2 の原因としては、配布されたE メー
ルがあまりにも、大量で、読みにくいので、学生は頭に来て、「南米訪問日記」を読むのを拒否し
たと考えられる。この点に関しては後述する。
有効回答33通のうち、1 年生は26名。2 年生が7 名であり、流通論が主として1 年生に履修さ
れていることがわかる。以下、アンケートの集計結果18を示す。Ql
：あなたは、私からの一連のE メールを受け取って、どのように感じましたか。
一連のE メールを評価しない学生は6 人である。この6 人が否定的な評価をした最大の理由は、
後述するように、E メール自体が非常に読みづらいことだろう。論者自身が帰国して論者の出したE
メールに目を通したら、読むに耐えられないほど読みにくい形式のE メールであった。E メール
を評価してくれた学生は21人にのぼる。全体的には、この種のE メールは学生にとっても有益であ
ると思われる。 犬Q2
：今回の一連のE メールに対する感想をお教え下さい。 十
154 経営 論集 第53号 （2001 年3 月）
多くの意見が寄せられたが、そのうちの最大の意見は、E メールの形式に関するものであった。
論者はこれまでにE メールの添付ファイルはWORD 形式を主張してきたが、一部の教員はWORD
の添付ファイルを拒否して、テキストファイルの添付を主張していた19．そこで、今回は、大量の
文書をWORD の添付ファイルでなく、テキストファイルで送ってみた。もうひとつの理由は、E
メールを受け取った学生の多くは「解凍」することが出来ないかもしれないことである20。
その結果は、学生の「こんな読みにくいE メールは困る」という反応となった。後で、自分で見
ても不愉快になるほど見にくかった。文字は小さい。文字と文字の間にはスペースが殆ど無く文字
と文字とがくっついている。行間も狭く読みづらい。そうした見にくいE メールが次から次へと、
何十となく送り込まれてくる。E
メールの行数が5 行くらいなら、読みにくさは気にならないが、数ページにわたるテキスト
形式の文書では読む気が失われていく。さらに、読む気を失わせる原因があった。アシスタントは
夏休みの前半は論者からのE メールをチェックしなかった。20日後に、自分のメールボックスにた
まっていたE メールを見て、それらの20日分のE メールを受講生に一括して送り込んだのである。
数十ページの読みにくい文書が受講生に送り込まれたのであるから、受講生はまずびっくりしただ
ろう。そして読みつづけるうちに、目がチカチカし始め、不愉快となり、最後には読む気を失って
いったようだ。Q3
：教員からのこうした本音の情報は、あなたにとって役に立つと思いますか。
「E メールは必要無い」という意見は無い。「E メールは迷惑ト と言う意見も無い。「教員からのE
メールを待っており、教員とのコミュニケーションも希望している」という意見が合計23件も
あった。では実際に教員とのコミュニケーションに踏み切るかと言うとそうでもない。この一連の
「南米訪問日記」に対して学生から論者への返信は3 件しかなかった呪Q4
：どのE メールが一番面白かったですか。Q5
：どのE メールが一番役に立ちましたか。Q6
：一番くだらないと思われたE メールは何ですか
回答を見て、まず感じるのは、最初の方のE メールに対しては反応があるが、終わりの方のE
メールでは反応が少ない。と言うことは、最初は興味を持って呼んだが、「あまりにも読みづら
い」ので、読む気を失い、だんだん読まなくなったように思える。
つぎに、学生の関心は多様であることだ。学生が面白いと思ったのが、「こんなに綺麗な英語を
使う若い女性」、「自分の名前」、「現地人の食堂でぼられた話」であり、自分の生活と直接的に関連
する内容のようだ。「一番役に立った」と思ったのは、「予防接種」、「こんなに綺麗な英語を使う若
い女性」で、将来の海外旅行に関する情報だった。Fくだらない」と思ったのは、お礼状とか私信
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の類であった。こうした傾向が多少は見られるが、教員が学生にE メールすることは、その内容如
何を問わず大切であり、E メールに対する学生からの反応に対応することも望まれるだろう。
3 ゼミでの 実験
（1）ゼミ生募集での実験
商学科では、ゼミ生を募集するために、説明会の掲示をし、説明会を開いている。ところが、こ
の方法には問題もある。第1 に、長期間大学にきていない学生、掲示板を見落とした学生、たちに
は説明会の情報すら伝わらない。説明会にたとえ参加しても、会場で説明を口頭で受けるだけで、
十分に理解することは難しいだろう22．さらに、1 回きりの説明会では、高校までには無い大学特
有の制度であるゼミの重要性は、どれだけ学生に伝わるか疑問でもある。
今年度のゼミ生募集では、論者のゼミでは、E メールを商学科の1 年生と2 年生の全員23に送っ
てみた。その結果、他の活動とあいまって24、大きな効果があることが判明した25．
（2）ゼミの連絡と指導
定められた授業時間だけでゼミは運営できないのが普通だろう。それぞれのゼミは、サブゼミを
開くとか、昼休み時間をゼミの時間に組み込むとか、色々な工夫をしている。論者のゼミでも同じ
で、工夫の1 つがE メールの活用である。4
年生は、ゼミの授業時間での報告に先立って、論者に報告レジュメをE メールし、論者の点検
を受け、指摘されたところを修正し、ゼミで報告する。したがって、教室での教員からの欠点の指
摘はまったく無い。4 年生の報告は完全で、一人あたり5 分位で完了する。それを見て、下級生は
完全なレジュメを作ることができる4 年生のすごさを感じるだろう。3 年生は4 年生のレジュメを
真似しながらレジュメの作り方も学んでいくことになる。こうした指導もE メールがあるから26可
能となった。
ゼミの時間の主たる活動は3 年生の研究発表である。論者のゼミには常時外国からの留学生かお
り、留学生は英語、母国語、日本語の3 ヶ国語で報告する。日本人学生は、日本語と英語とで報告
する。ディスカッションも可能な限り英語を使わせている。したがって、報告やディスカッション
の時間が日本語だけのそれに比べると何倍もかかる。1 時間半では時間が足りないのは当然で、不
足する時間は次の時間帯にまで延びていく。それでも足りない。その足りない部分はE メールでカ
バーしている27．次の段階としてはゼミのメーリングリスト28を作ってそちらにコミュニケーショ
ン機能を移そうと考えている。
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4E メールを活用した教授法の一般化モデル
論者の限定された実験の結果によると、E メールを活用した教育は効果があることが分かった。
ここでは、E メールを活用した教授法の一般化モデルを検討する。先の図一1 と図一2 とに立ち
返って、E メールが時間と空間の制約をいかにして解決するかを考えてみよう。
（1）時間の制約と対処の方式1
） 受講時間
学生が講義に割いている時間は、学生の可処分時間のうち2.2 ％でしかない29．この2.2％の中に
全ての履修科目の受講時間が含まれるのであるから、1 つの科目では、せいぜい0.22％でしかない。
この0.22％の講義時間の中で講義の成果をあげるためには。効果と効率を徹底的に高める必要があ
る。高めるためのE メールの活用方法は、基本的には、E メールによる資料の配布だろう。具体的
には、次のようになるだろう。
①講義で使う資料は事前にE メールで配布し予習をさせておく。
②講義では伝えられなかった詳細なデータを講義後にE メールするのも効果的だろう。
③講義時間中に学生の研究発表をする場合には、発表する学生は事前にプレゼンテーション資料
を全受講者にE メールする。
ゼミの場合は、先に実験したように。学生間および教員と学生との間のコミ ュニケーションの
ツールとしてフルに活用することができよう。2
）非受講時間
学内にはいるか受講してはいない時間帯で、学生間の対面のコミュニケーションに当てる、図書
館や実習室で勉学に励む、といった大学で無ければ出来ない活動の時間である。ここで、無理してE
メールを使う必要は無いだろう。3
）アルバイト時間
ここでも無理してE メールを使わなくとも良いだろう。4
）自由時間
この時間が現代の大学教育からすっぽりと抜け落ちている時間であると言える。この時間は学生
の可処分時間の殆どを占めている30。この時間を大学教育に活かすとしたら、E メールなどを使っ
た遠隔指導による教育となるだろう。
ゼミの場合には、自由時間中にゼミ生からE メールがきても、殆ど迷惑にはならないだろう。な
ぜなら、ゼミ生は指導教員の充分な指導を受けており、ゼミの指導教員に迷惑になるようなE メー
ルは出さないだろう。
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講義科目の場合には、受講生が数百人になり、複数の講義科目を持っている場合には1000人以上
の学生からランダムにE メールが入ることになる。これでは教員は落ち着いて研究にいそしむ事は
出来ないだろう。しかしながら、大学教育にとっては、この自由時間は未開拓の分野ではある。膨
大なマーケットになり得る。大学が生き残って発展していくためには、この自由時間マーケットを
いかにして取り込んでくるかが大きな課題となる。とはいえ、現行の組織や教育方式では、この
マーケットを取り込むことは出来ないであろう。大学の新しい教育事業を考え出し、そのための組
織を作ると言った、大学経営の問題となるだろう。
（2）空間の制約と対処の方式D
講義教室
講義でのE メールの活用法は前項で検討した。2
） 専門領域の研究の場
教員の研究室や書斎と学生の自宅の勉強部屋を意味する。ここでは、E メールに限らず、イン
ターネットで提供されている多くのサービスがフル活用されるだろう。データペースの検索、プラ
ウジンクによって必要な資料を入手する、教員やゼミ生への資料の送付やE メールの送付、などが
なされる。こうした傾向を延長すると、学生の自宅の勉強部屋は一種の教室もしくは研究室に変
わっていくと思われる。教員、学生、職員が「大学に来る」のではなく、「サイバー空間の中」で
大学が運営されることも、他の大学では実現しつつある。3
） 資料収集の場 十
図書館や書店を意味する。すでに図書館は高度にデジタル化され、自宅からインターネットを
使って図書の検索ができるようになっている。また書店もアマゾン・ドットコムに見られるように、
インターネット上で書籍が購入でき、自宅もしくは最寄りのコンビニや書店で現物を受け取ること
もできるようになっている。
研究や勉学の場において、目的とする資料を効率的に収集するための方法としては、メーリング
リスト31やネットニュースの活用がある。教育の場においても、学生の自発的な勉学を促進させる
ためにも、こうしたメーリングリストをサイバー教室として使用するシステムを大学としても認可
すべき時代になったように感じられる。4
） 技能修得の場
パソコン、英語、簿記、各種実務などを修得する場所でありi これまでは、大学教育として一定
の意味を持っていたが、今後は大学教育の範躊とはみなされなくなって行くだろう。例えば、パソ
コンは、今では小学生や中学生も使っているツールとなっている。ツールの修得の原理は簡単で、
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「数時間もしくは数日で基本的なことを学んだら、あとは自分で自らトレーニングしなければ技能
は身につかない」である。
長時間のトレーニングは全て自宅の勉強部屋とか、企業での勤務、海外での生活、といった場面
で実施される必要がある。論者のゼミでは、上級生が下級生の面倒を見ているので、論者はパソコ
ンの指導をしたことは無い32．
インターネットの利用を考えよう。教室で長い時間かけて教えこむ必要は無い。最初のオリエン
テーションのみは教室ですることも考えられる。しかし、原理的に、技能修得の場は大学の外であ
るから、学生の指導においては、オフギャンパス教育の方式が採用される必要がある。技能の基礎
に関する参考書はいくらも出版されて書店で購入できる。オリエンテーション後の指導は全てQ&A
となる33
とはいえ、パソコンと同じように、学生同士の相互教育と言う視点から考えると新しい方法も浮
かび上がってくる。流通論のアシスタントのように。指導教員の管理の下で√スキルを持った学生
がE メールで受講生の質問に答える、と言うスタイルである。学生が持っているスキルを教育に役
立てつつ、学生のスキルをさらに向上させる方法が、これからの生涯学習の1 つのモデルとなると
思われる。こうして考えると、技能修得のためのE メール活用の場は、学生同士の柑互情報提供と
いう生涯学習のシステムとして成り立つ可能性もある。
おわり に
大学教育の場でのE メールの活用を、まず実験し、ついで。教授法の視点から一般化を図った。
その結果、次のようなことがいえた。
①E メールはコミュニケーションの手段であり、ゼミの場合には、教室での教育を補う手段とし
て十分役に立つとともに、教室での教育に勝る点もある。一種の遠隔個人教授の方式が成り立
つ。
②大人数講義の場合は、一方的なサービスでも良いから、E メールを使って、教員から学生に情
報提供をすることが望ましい。メールアドレスをアドレス帳のグループに登録するとかメーリ
ングリストを利用すれば、ワンタッチで、講義では伝えきれない情報を受講生全員に送り込む
ことができる。 し
③講義資料を大人数講義の受講者にE メールすることにより、コピー配布は不必要となるだけで
なく、欠席している学生にも情報が届くようになる。
④大量の資料（例えば、見本となるような学生のレポート）を受講生に送り込めば、レポート の
質を格段に向上させることもできる。
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⑤学 部 の学 生全員 へのE メール で の公 告 も有効 で ある し、 必 要な 情報 を必 要 な 学 生個 人 個 人に伝
え る こと もで きる 。
⑥学 生 の自宅 の勉強 部 屋 は、E メー ルな どの 情報 シス テ ム を活 用 す れば 、 資 料 収集 か ら対 話 まで
「時 間 と空間 の 制約 な し」 の新 し い 教育 が 実現 でき る 。
⑦ 自由時 間 （非 出 校 日、 休 み期 間、 夜 間 ）は 、E メ ール な ど の情 報機 器 を活 用 し た 遠
隔 教育 とか
オフ キ ャン パス 教育 を 導入 す れば 、 大 学 の大 きなマ ー ケ ット とな る。 し か し、 教 授法 の問題 と
言 う よ りは大 学 経営 の問題 と な るだ ろ う。
⑧技能 のトレ ーニ ン グ の場 にあ って は 、 教員 の管 理の下 に、高 い スキ ル を持 った 学 生 が 一般 の学
生 を、E メール を利 用 して 指 導す る、 と いう 方 法も考 え られ る。 生涯学 習 の一 つ の
モ デ ル とな
るだ ろ う0 、E
メー ル を一 つ採 り上げ ただ け で も 、大 学 の教 育 をこ れ ほど変 え る 事が
可能 で あ る。 情 報 技術な
り情報 シ ステ ムを フル に活 用 す る と、 大 学 は一変 す るだ ろ う。 情 報化 が 進む と い う こ とは 国 際化 も
同 時 に進 む ことで あ り、 大学 の 国 際化 の 視点 か ら も教 授法 の 開発 に関 し て も、 今 後 と も、 真 剣 に取
り組 む必 要 があ る 。 論 者 は 、 これ ま で に外 国 語 の 教 育 に関 し て も小 論 を 展 開 し て き て い るが 、 グ
ロー バル な視 点か ら の大 学 教育 を 一変 さ せ るよ う な大 学教 授 法 の展 開が ます ま す 必 要 と なっ てき た
こ とを感 じて い る。
付記 これまで「教授法」の英語訳をTeachingMethods として来たが、本論からはEducationMethods
とする。
2
3
4
（注）
森彰「大学における教授法と教育システムの開発（1）」『経営論集』第36号、東洋大学、1990.
森彰「大学における教授法と教育システムの開発（2） 興味を持って自ら学ぶー 」『経営論集』第37号、
東洋大学、1991o
森彰「大学における教授法と教育システムの開発（3）一 大人数講義のすすめー 」『経営論集』第38号、
東洋大学、1992.
森彰「大学における教授法と教育システムの開発(4）一 大人数講義のためのインテリジェント教室- 」
『経営論集』第39号、東洋大学、1993．ibid
。、p.l27.ibid.,p.l31.
日経4 紙で、「パソコン通信」と「インターネット」がそれぞれ含まれている記事の数を調べた結果が次
の表である。
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年 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90
パソコン通信 0 1 4 35 168 663 763 758 663 553
インターネット 0 1 0 1 4 14 19 11 20 3
年 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000
パソコン通信 524 502 535 922 1930 1514 746 458 268 82
インターネット 12 7 22 545 4927 11494 9772 8670 12971 19667
ibid.,pp.133-134。
ビデオプロジェクター、書画カメラ、ビデオカメラ,VTR 、パソコン、OHP 、モデム、電話回線などの情
報機器である。大教室では天井にプロジェクタ¬を吊り下げ、200インチ程度の大スクリーンを設置した。
又、これらの機器をコロ付きのラックに搭載して、小教室でも使えるようにした。
流通論の履修登録者数などは次の表のとおりである。
年 度 1997 1998 1999 2000後期
履修登録数 37 55 43 60
単位取得者数 13 20 12 46
単位取得率（%） 35 36 28 77
2000年度流通論B （後期）および通年の受講者数などの明細
履修登録者数
メールアドレス
登録者数
単位取得者数
流通論B （後期） 60 46
流通論（通年） 30 12
合計 90 78 58
成績は主として提出されたレポートで評価し、補助的に小テストの得点（1 回10点）を加えている。レ
ポートは一定の水準になるまで繰り返し修正してもらう。したがって、提出されたレポートで一定の水準
に達しているものは80点とし、問題点があるレポートはその程度に応じて減点している。一定の形式を
守っているレポートであれば、提出すれば、最低でも40点は付与している。したがって、一定水準のレ
ポートを提出した学生は1 回でA となる。若干の問題点があるレポートを提出する学生は2 回提出すればA
となる。なお、最高点は!60点程度となっている。 十
パソコン自体も低価格が進み、10万円以下のパソコンも普及してきたので、パソコンを各自が所有するこ
とは、学生の過大な経済的負担を掛けることにはならないと思われた。又、パソコンを自己所有できない
学生は、大学のパソコンを使えば良い。さらに、商学科ではパソコンを利用する科目が大幅に増えている。
「商学英語」領域でも多くの科目でパソコンを利用している。大学全体にはLAN が張り巡らされ、経営
学部の学生は全員がインターネットプロバイダーに加入している。
『経営学部 履修要覧』に掲載されている。学生向けの論文執筆要項としてはもっとも使いやすいものと
なっていると自負している。
12 授業の終了後に受講生は質問にくるが。論者への質問は少なく、ほとんどが成績評価に関するものであっ
た。ところが、アシスタントへの質問は多く、毎時間5 －6 名はおり、次の時間になってもアシスタント
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が戻って来れないことも多かった。13
アシスタントへ来たメールの内容
この資料はアシスタントから出された報告書の一部を使用して状況を分析したものである。年間を通して
さまざまな質問のメールなどが42件、アシスタントに来た。その内容はおおむね次のようになる。D
事務的な連絡20
・南米調査日記アンケートに関する諸連絡6
・メールアドレス追加のお願い52
） 教育の内容に関する質問22
・レポートに関して12
・パソコンの使い方に関して8
・その他214
流通論での資料の配布Vol.0
挨拶Vol.1
海外のe-commerce サイト紹介（bestlot等）
15
Vol.2ESTEELAUDER 社（化粧品）、ホームページ翻訳サービス（エキサイト）Vol.3HASBROINTERACTIVE
社（玩具関連）、HALLMARKCARDS （ギフト関連）Vol.4
就職体験談、Babylon 紹介Vol.5iMi
ネットVol.6Fortune500
、レポート課題と成績評価、「20世紀日本の経済人」『日本経済新聞』Vol.7amaz
万on（オンライン書籍取り扱い）Vol.8eluxury
（フ ァッション）、MAPBLAST! 、CNNfn （海外の旅サイト）Vol.9
森ゼミ1 年片桐のファッションショー情報（写真集・インタビュー・テレビ ）Vol.10
ビジネスサミット報告、EveryNet 、WEB 、e-pop、楽天市場、＠タックルベリーVo
□1 森ゼミ1 年片桐ブランド服Vo
□2 経営学会発表大会について、卒論の研究テーマについてVo
□3iEXP02000 にみる先進的テクノロジー、（リアリティーバイ・ジャ パン株式会社、カイノア・テク
ノロジーズ株式会社）Vo
□4 流通論A,B のアンケート、アシスタント完了の挨拶
ここで注意すべきことは、流通論のレポートを配布すると、受講者はその内容まで真似してしまう。かと
いって、まったく 異なる領域のレポート を配布 すると適切な情報提供とは言えない。 そこで、流通領域で
はあるが、その内容は誰も真似できない ことが望ましい。具体的に配布したレポートは、論者のゼミの昨
年度の2 年生の小崎太郎が作成した下記のレポートである。
「トルコ南西部にお ける スーパーマーケット実態調査～スーパーPEHLIVANOGLU を訪 れて の調査報告
～」2000 年1 月。
16 プロジェクターを使ってのレポートの添削手順は次のとおりになる。
「皆さん、がんばりましたね。」
「ここで、レポートがちゃんと出来ているかどうか点検しましょう。」
「今日レポートを持ってきた人は手を挙げ てください。」
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「君と君と君と君、レポートを貸してください。」
「これから、教員がレポートをチェックするポイントを教えてあげます。」
「よお～く見てください。」 ／
と言って、学生のレポートをプロジェクターで映し出し、プロジェクターの上で添削をする。1 つの添削
をするごとに
「それでは皆さんのレポートも、今すぐ、直すところにマークをつけておいてください。」‥‥ ‥
を繰り返す。そして、次の学生のレポートを同様に添削していく。数名のレポートを添削し終わったら、
「まったく問題点が無いレポートは今提出してください。」
「問題点があった人はレポートを修正して来週に提出してください。」
「なお、レポートの詳しい書き方は『レポート執筆要綱』（履修要覧）に書いてありますから、それを参
照してください。」
で講義を終了すればよい。これで充分である。
論者は2000年8 月4 日より9 月9 日まで、米国（マイアミ）、コロンビア（ボゴタ、カリ）、ペルー（リマ、
クスコ）、ジャマイカ（モンテゴベイ）などに調査に行った。そこでの調査の内容は、経営学教育、英語
教育、スペイン語修得実験、その他、であり、毎日の調査が終わるとホテルにすぐ帰り、その日の調査結
果をまとめた。こうして出来上がったレポートの一部は「南米訪問日記」として、原則として、海外にい
た全期間、毎日、E メールで、流通論受講者および、森ゼミのゼミ生に伝えてきた。
18 アンケート調査のうち、選択肢の設問の集計結果は次のとおりであった。F1:
あなたの学年は11
年生2622
年生73
それ以上0Ql
：あなたは、私からの一連のE メールを受け取って、どのように感じましたか。1E
メールが入っていることを知らなかった2
こんなE メールは迷惑だ3
面白くないので、途中から無視した4E
メールは目を通したけど、役に立つ情報とは思えなかった。5
何回かは感激して読んだ6
毎回、面白くて、自分の人生にも大きな影響があると思われた。7
その他（ ）Q3
：教員からのこうした本音の情報は、あなたにとって役に立つと思いますか。1
どういう情報であれ、教員からのE メールなんかは必要無い。
犬2 あまり期待はしないが、教員からのE メールが来ても問題はない。3
教員からのE メールは、欲しい。4
教員からのE メールに対しては質問ができ、その質問にも教員は答えてもらいたい。5
その他
?
???
???
4
0
11
14
??
??
19 ユニックス派と呼ばれている事が多い。そうした人たちの一部は、WORD の添付フ ァイルがあってもそれ
大学における教授法と教育システムの開発(10) 163
を読まないという強硬な態度をとることもあった。ウィルスの問題、サーバーの処理能力の問題、機種間
やソフ ト間の互換性の問題、をその理由に挙げているようだ。20AOL
（アメリカンオンライン）では、複数のフ ァイルを添付する時には。自動的に 「圧縮」する方式を採
用している。213
件とも「非常に面白く読ませていただいています」という内容であったが、そのうちの1 件は他大学の
学生からであった。「経営学部の友だちに先生の手紙を見せてもらいました。こんなすば らしい教育をし
ている先生がいるのには、うらやましいと感じました。」といった内容だった。22
説明会当日は、説明者としては教員とゼミ 生は半々であった。住谷商学科長によると、教員のゼミ説明は
型 どおりの説明に終わることが多 かったが、ゼミ生の説明は充分な準備に裏打ちさ れた見 事なプレゼン
テーションであったと の事である。とりわけ、森ゼミ のプレゼンテーションは高い評価を受けた。「来年
からの説明会は商学科長が全体を仕切り、個別のゼミの説明は学生にさせたほうが教育効 果がある」との
報告があった。23
学生のメールアドレスの形式は、bcyyOOnnn@toyonet.toyo.ac.jp となっており、b はbusiness、c はcommerce 、yy
は入学年、nnn は学籍連番、となっている。したがって、商学科1 年生のメールアドレスは、bcOOOOOOl
からbcOO3OO となる。Excel のオートフィル機能を使うと簡単にメールアドレスデータを作り出すことがで
きる。24
論者が担当している流通論の評判が非常に良かったこと、ゼミ の3 年生が流通論で指導にあたってゼミヘ
の親近感が発生したこと、そしてE メールと説明会で の学生によるプレゼンテーションが良かったこと、
等がある。25
そ の内容は、ゼミ の説明会の日時と場所の通知、森ゼミの紹介文書、であった。森ゼミは、例年は1 年生
の応募者が10 人以内で、そのうち6 名程度に履修許可を出してきた。1 年後には、出席者が半分程度に減
り、2 年次以降の新履修生を加えても5 名程度にしかならなかった。ところが、今年は様変わりであった。
受講希望者は27 名であり、13名に履修許可を出した。最終的に履修した学生は7 名で あった。26E
メールが普及する前はFAX を利用していたが、処理時間も電話代も大変なものであった。27
論者のパソコンにはゼミ履修者の全員のメールアドレ スが入っており、「森ゼミ」というグループ名で登
録されている。ゼミ 生全員でも特定のゼミ生に対する連絡や指導は 「森ゼミ」をクリックして、全員に伝
えている。ちょうど、ゼミの時 間に、特定 の個人に話すときにでも全員が聞いている のと同じようになる。
この方法は非常にうまくいっている。ゼミ生同士のコミュニケーションはICQ を導入しており、テレホー
ダイの時間帯にゼミ生同士がチャットをしている。28
大学のサーバーや学部のサーバーでメーリングリストを作るためには、UNIX でフ ァイルを操作する必要
があり、自由にメーリングリストを作ることは出来なかった。近頃は無料のメーリングリ ストサービスが
あり（例えばe-group ）、UNIX を知らないでもメーリングリストが作れるようになってきた。29
森、op.cit。（1）。30
年の半分は、GW, 夏休 み、学園祭、正月休、春休みである。週の半分は授業をとらない。1 日の半分し
か勉強はしない。したがって、学生の生活時間の殆どは自由時間となる。31
論者の所属している経営学部には、学部の教員全員をメンバーとしたメーリングリ スト がある。ある時、
このメーリ ングリストに一つの質問を出した。「来国ではインターネ ット通販で消費者は平気でクレジッ
ト・カード番号を相手に通知し て決済をしている。日本ではそんなことは恐ろしくてしない人が主流だ。
164 経営論 集 第53 号(2001 年3 月）
なぜだ？」。色々な答えが返ってきた。結論は次のようになった。「日本ではクレジットカード会社からの
請求書はくるが、殆どの人はそれを点検しない。そして銀行からの自動引き落としで支払われてしま
う。」。それに対して、「米国ではクレジットの決済は、まず、請求書が来て、消費者はそれを点検して、
小切手で支払う。したがって、不明な支払い項目に関しては小切手を切らないから安全だ。」ということ
であった。なるほど、クレジットのシステムでも、国によってこれほど運用が違うものかと理解を新たに
した。32
論者が最新の情報機器を導入するときには、パソコンの購入、インストール作業、トラブルシューティン
グまでゼミ生が処理してくれる。また、流通論の受講者に対してはE メールでアシスタントが対応してく
れている。33
イ ンターネットに関する質問の8 割から9 割以上はいわゆるFAQ （FrequentlyAskedQuestion）であり、そ
の多くは、市販のマニュアルや参考書に説明されている。サポート会社やソフト会社のサービス窓口でも
聞くことができる。さらに、友人、とりわけパソコンに詳しい友人に聞けば、大部分は解消する。した
がって、こうした簡単な質問に安易に答えるサービスを大学や教員が学生に提供することは、学生の自立
心や自己責任の感覚を育てることを阻害すると思われるので、提供は避けるべきだろう。
(2001年1 月11日受理)
